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国土技術政策総合研究所（国総研）とは
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住宅・社会資本分野における唯一の国の研究機関として、

技術を原動力に、

現在そして将来にわたって安全・安心で

活力と魅力ある国土と社会の実現を目指します

国総研の使命

○技術的専門家として行政の視点も踏まえ、国土交通省の政策展開に参画する

○研究活動で培った高度で総合的な技術力を実務の現場に還元する

○国土・社会の将来像の洞察と技術開発の促進により、新たな政策の創出につなげる

○国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発

○災害・事故対応への高度な技術的支援と対策技術の高度化

○地方整備局等の現場技術力の向上を支援

○政策形成の技術的基盤となるデータの収集・分析・管理、社会への還元

国総研研究方針（一部抜粋）

基本姿勢

根幹となる活動



予算・職員
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道路関係

12 億円

河川・土砂災害関係

11 億円

上下水道関係

18 億円
港湾関係

34 億円

空港関係

6 億円

建築関係

3 億円

その他

14 億円

合計※
99億円

■研究予算 ■職員数

職員の構成 （令和7(2025)年4月時点）研究予算の構成 （令和7(2025)年度当初予算）

※四捨五入による端数を調整していない
ため、総数と内訳の計が一致しない



組織（令和７年度末）
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上下水道一体での総合的な事業の実施に向けて
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○「生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律」が成立し、令和6年4月に水

道整備・管理行政が厚生労働省から国土交通省へ移管され、水道研究室を設置

○上下水道研究部は、国としての広域・総合的観点から、水道及び下水道の技術政策の企画・立案・遂行

に資する調査研究と技術マネジメントを実施

○水道事業の浄水処理技術の更なる高度化や総合的な災害対策の強化が必要

○令和7年4月より国立保健医療科学院水管理研究領域の組織・検査機器の一部を国総研へ移管

浄水処理実験プラント

当面、浄水処理に
関する実験等は、
引き続き実験設備
がある国立保健医
療科学院（埼玉県
和光市）で実施

上下水道研究部 上下水道研究官

浄水処理・水道防災システム研究官

下水道研究室

下水処理研究室

水道研究室

下水道エネルギー・機能復旧研究官

浄水処理研究室

能登上下水道復興支援室

R6.4改組

R7.4設置

R6.4設置

R6.4設置

R6.4改組
R7.4設置

上下水道研究部の組織体制

検査機器



災害・事故対応への技術的支援
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• 災害時は、被災地からの要請等に基づき、各分野の高度な技術的知見を有する専門家を現地へ派遣しています。
• 特に、深刻な災害発生時には、ＴＥＣ-ＦＯＲＣＥ※等を派遣し、二次災害の防止や被災地の復旧を強力にサポートして
います。

※Technical Emergency Control Force（緊急災害対策派遣隊）：
大規模自然災害発生時に、被災状況の調査や被災地の地方公共団体等へ
の技術的支援を行うため、国土交通省が平成20年度に組織した派遣隊

○凡例
  実線 ： 国総研からTEC-FORCEを派遣した災害等
  破線 ： 上記以外の災害等

地震
大雨
台風
その他災害

令和６年度：28災害885人日
令和５年度：17災害560人日
令和４年度：20災害149人日

【令和６年奥能登豪雨】石川県輪島市

令和６年能登半島地震にかかる研究官等の派遣状況

延べ人日、令和6年6月16日時点

令和6年奥能登豪雨にかかる
研究官等の派遣状況

延べ人日、令和6年10月2日時点



令和６年能登半島地震における国総研の対応
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• 要請を受け、災害発生直後から研究者を被災地へ派遣しています。
• 土木研究所、建築研究所、港湾空港技術研究所と連携しつつ、国総研の総力を挙げて技術支援を実施しています。

河道閉塞箇所の湛水状況を調査
（輪島市）

七尾港矢田新岸壁
（桟橋,水深-7.5m）の被災による沈下

ダムでの安全確認
（珠洲市）

現地対策本部にて下水道施設被害への
対応を協議

建築物の損壊状況
（七尾市）

• 上下水道一体の早期復旧に向け、下水道管路施設の耐震対策効果確認、
応急復旧方法等に係る自治体への技術指導を実施

• 河道閉塞箇所下流の災害リスク評価のため、ヘリ調査や地上踏査を行い、
結果を県・自治体に報告、監視方法等を技術指導

• 道路構造物の被災を調査して技術的な評価を行うとともに、その特徴を分
析した上で復旧方法に関して技術支援

• 建築物の被害について現地調査し、結果を公表するとともに、建築物構造
被害の原因分析を行う委員会において報告

• 港湾の被災状況を確認・使用可能範囲を提示し、発災2日後には七尾港・飯
田港の大型船舶の接岸が実現

7



災害・事故対応への高度な技術的支援と対策技術の高度化
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夜間・悪天候時も撮像可能な衛星SAR画像を用いて土砂移動発生箇所を迅速に把握します。

⚫これまで土砂移動発生箇所調査に利用されてきたSAR衛星「だいち2号」 （ALOS-2）の後継機として、
観測幅が4倍となった「だいち4号」（ALOS-4）が打ち上げられ、一度の観測でより広域の調査が可能

⚫一方、従来の調査手法は目視判読を基本としていたことから、 一度の観測範囲が広がることによって、
判読にかかる時間や手間の増大を想定

⚫SAR画像に、素因や誘因等の因子ごとに土砂移動の可能性の高さを表現したレイヤーを重ね合わせ
ることで、土砂移動の可能性の高い箇所を自動的に抽出する手法を開発

■衛星SAR画像から土砂移動発生箇所を推定する手法に関する研究



災害・事故対応への高度な技術的支援と対策技術の高度化

■大規模地震発生時のスペクトル分析情報

⚫ 発生地震の加速度応答スペクトルを既往地震記録で定義した「被害発生ライン（図中の ━ 線）」

を用いて評価することで構造物被害の有無、規模、地域を地震発生直後に推測し、「スペクトル
分析情報」として地震後8分で自動配信

⚫ 令和６年能登半島地震において、甚大な被害発生の懸念を地震発生直後に配信
⚫ 被害発生ラインを下回る地震では、地震後の道路パトロールを効率化する等の道路管理者の
負担軽減に貢献

被害の規模感推定に関
する技術的根拠をWeb
サイトに掲載（国総研

資料第1204号）

スペクトル分析情報の解
説動画をYoutubeにて
公開中

被害発生ライン

9



行政・現場の感覚や理解習得のための育成
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○ 研究機関であり現場をもたない国総研の研究者にとっては、災害現場支援や技術相談
への対応等が、行政・現場の感覚や理解を習得する上で重要な役割

○ 国総研では、事故・災害時に現地に赴きTEC-FORCE等の技術指導及び災害調査を実施。

このとき、人材育成の観点から技術指導を担うベテラン職員に若手も同行する体制をとる
よう配慮。災害発生件数によるばらつきはあるものの若手職員も概ね年20回程度災害調
査に同行。

○ 国総研では地方整備局や地方公共団体等から相談を受けつけており、およそ年間
2,000回の技術指導を実施。人材育成の観点から技術指導を担うベテラン職員に若手も同

席する体制をとるよう配慮。この他、国土交通本省、地方整備局、地方公共団体等が開催
する委員会に委員として派遣されることも、専門家として貢献するとともに、行政・現場の
感覚や理解を習得する貴重な機会。



災害対応を担う人材育成（地整職員の出向受け入れ）
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＜道路構造物維持管理分野における人材受入＞

• 各地方整備局から職員を道路構造物研究部に受け入れ、各地域の中核技術
者として整備局をけん引していく人材を養成

• 平成27年度から令和５年度までで計37人を受入れ

＜土砂災害対策 育成支援プログラム＞

• 緊急調査の実施等に精通した地方整備局等職員を育成するプログラムを実施

• 各地方整備局の職員を国総研併任とし、土砂災害時における現地調査等の専
門家派遣に同行。緊急調査・応急対策に関する課題演習や、天然ダム越流侵
食に関する水路実験を実施

• 平成25年度から令和４年度までで計83人の砂防担当職員が参加



多様な人材による組織の形成
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＜国総研と他機関との緊密な人材育成＞

＜招聘研究員＞＜選考採用＞
＜任期付研究員＞

○ 人事交流や任期付き研究員、交流研究員制度により多様な人材で組織形成

○ 任期付き研究員や招聘研究員制度により大学等の研究者の知見を融合。人
事交流等により国・地方から様々な現場を知る技術者の感覚を取り入れ

○ 交流研究員制度で、民間の知見等を取り入れながら、研究の高度化や現場
へのスムー ズな展開を目指す。



高度な技術を有する民間技術者の登用
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国土強靱化
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・国土強靱化については、これまで3か年緊急対策（H30～R2）や5か年加速化対策（R3～R7）等により取り組みを推進
・国土強靱化実施中期計画は、改正国土強靱化基本法（令和5(2023)年6月16日公布・施行）、国土強靱化基本計画（令
和5 5(2023)年7月28日改定）に基づく施策の実施に関する中期的な法定計画
・本年6月、国土強靱化実施中期計画の策定方針に基づき、関係府省庁が連携し「第１次国土強靱化実施中期計画（素
案）」がとりまとめ



補正予算
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本日のプログラム

16
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